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会員のみなさまの益々の発展を祈念申し上げます

謹んで新春のお慶びを申し上げます
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　明けましておめでとうございます。
年頭に当たり、謹んで新春のごあいさつを申し
上げます。
　一般社団法人沖縄総合無線センター及び会員
の皆様におかれましては、日頃から総務省の情
報通信行政の推進に格別のご理解とご協力を賜
り、厚くお礼申し上げます。
　前年はまさに新型コロナウイルス感染症に翻
弄された年でした。沖縄県でも人口10万人あた
りの感染者数が全国最悪となる事態が続き、感
染対策に日々追われる状況だったものと推察し
ます。本年は、ワクチン接種が進むなどにより
重症化する方が少なくなるなど、状況の改善に
期待がかかるところです。
　先般、当事務所では12月１日付けでローカル
５Ｇの実験試験局を初めて免許させていただき
ました。ローカル５Ｇについては、３年前に関
係法令が公布・施行され、また導入にあたって
のガイドラインも整備されているところですが、
様々な利用環境の下で技術的検証を実施し、安
心安全に活用していただくことが必要です。
　そのため、「課題解決型ローカル５Ｇ等の実現
に向けた開発実証」がローカル５Ｇの導入当初
から全国の各地域で進められています。今回、

令和３年度事業として、「台風など災害からのテ
レビ放送の応急復旧」が公募選定され、実験試
験局の免許を受けた沖縄ケーブルネットワーク
株式会社が採択された内容に沿って、浦添市に
おいて実証を進めていく運びとなっています。
地域課題の解決に向けて、当事務所でも、積極
的に支援をしていきたいと思います。
　また、昨年開会された第207回国会（臨時会）
では、総務省所管補正予算としてマイナンバー
カードの普及促進 （約１兆８千億円） のほか、 
ローカル５Ｇの柔軟な活用や普及促進等に向け
た実証 （約87億円）、 携帯電話等エリア整備事業
（約13億円）、 光ファイバ整備等の推進（約17億
円）など従来進められてきた事業の拡充も認めら
れています。ローカル５Ｇによる実証や５Ｇ携
帯エリアの拡大などについて、ご相談がありま
したら、当事務所にお寄せください。
　今年は、沖縄県が本土に復帰して50年の節目
の年でもあります。沖縄総合無線センターは、
昭和45年に当時の琉球政府より設立が許可さ
れ、移動無線の集中基地局としての運用が開始
されたと聞いておりますので、県政よりも２年
ほど先輩ということになります。この間、アナ
ログからデジタル、大容量通信へと情報通信技
術も大きく様変わりしましたが、鉄塔の必要性
だけは変わりません。さらに５Ｇ時代では、鉄
塔を共有することも一般的となり沖縄総合無線
センターはその先駆けとなるサービスを提供し
てきたのだと感慨深いものがあります。ぜひ末
永く、沖縄の町を見守っていただくことを祈念
致しまして、新年のご挨拶とさせていただきま
す。

新年のごあいさつ新年のごあいさつ

　明けましておめでとうございます。

初日の出（旧沖縄電波観測所跡地 中城村）
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